
（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

　バス事業者や関係機関と連携し、公共交通の利用促進や生活バス路線の維持、運転手不足への対応等を行い、今後の乗客数の
回復状況を注視する必要がある。

⑨ 人手・人材不
足

　コロナ禍による県民等の移動需要の縮小に伴い、公共交通利用者数が減少しており、運転手不足による輸送
力の低下等が課題となっている。

担当部課名 企画部交通政策課

達成状況の説明

　直近の令和５年度の数値として、運転手不足等により目標値は達成していないが、基準値となる令和２年度から約５割増加してい
る。コロナ禍前の乗客数は45,791千人（R元年度）であり、コロナ禍による乗客数の落ち込みからの回復が確認できる。

要因分析

類型 説明

48,000 73.2%
目標達成の
見込み

R3年度 R4年度 R5年度

計画値

35,701 41,860 48,000

R4 R5 R6 R6年度

公共交通利用者数 千人 29,561

29,960 38,248 43,055

施策名 1-(1)-ウ-② 公共交通システムの戦略的再編

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　目標値には達していないが、R5年度よりも4,807千人の増となっている。 
　協議会を開催し、マスコミにも取り上げられたことで、公共交通の利用促進の一助につながったと考えてい
る。

要因分析
　新型コロナウイルス感染症の流行による県民の移動需要の縮小に伴い、公共交通の利用者数は減少してい
る。

対応案
　アフターコロナにおける移動需要の回復を公共交通に取り込むため、引き続き、公共交通の利便性向上に繋
がる基幹バスシステム導入に向けた取り組みを進めていく。

関連する主な取組

施策番号 1-(1)-ウ-② 主な取組名
基幹バスシステムの導入（交通体系整備推進事
業）

対応課 交通政策課

成果指標への
寄与の状況

・３両編成車両２編成を追加運行開始したことにより、乗客の利便性が向上し、公共交通利用者数の増に寄与
した。

要因分析 ・３両編成車両４編成を朝夕の混雑時の運行することにより、成果指標の推進につながったと思料される。

対応案 ・乗客の利便性向上につながる対策の継続および残りの３両編成車両の早期導入を図る。

関連する主な取組

施策番号 1-(1)-ウ-② 主な取組名 沖縄都市モノレール輸送力増強事業 対応課
都市計画・モノ
レール課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

　海洋政策の総合的な推進に向けて、関係部局や関係機関と連携した効果的な情報収集・情報発信を図ることで、海洋政策事業
に係る関係団体数の増加につなげる。

① 計画通りの進
捗

　海洋政策の総合的な推進にあたり、関係部局や関係機関と連携した効果的な情報収集・情報発信の取り組み
が求められる。

担当部課名 企画部企画調整課

達成状況の説明

　海洋政策事業に係る関係団体数については、令和５年度末時点で36団体となり、目標値を達成することができた。

要因分析

類型 説明

36 100.0% 目標達成
計画値

35 35 36

R4 R5 R6 R6年度

海洋政策事業に係る関係団体数（事業
者、研究機関等）

団体※ 34

34 36 36

施策名 1-(3)-イ-③ 海洋政策の総合的推進

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　「海の日」等の機会に、海洋に関する理解を深め、関心をより一層高めるイベント等を開催した。

要因分析
　中城湾港(泡瀬地区)、平良港、石垣港において「海の日」にあわせたイベントが開催された。また、県民
ホールにて港湾に関するパネル展示等を行った。  
　取組完了後の効果として、港湾行政に関する関心喚起、理解度向上が期待される。

対応案
　引き続き、「海の日」等の機会に、海洋に関する理解を深め、関心をより一層高めるためるイベント等を港
湾管理者や関係者において開催する。

関連する主な取組

施策番号 1-(3)-イ-③ 主な取組名 海洋に関するイベントの開催 対応課 港湾課

成果指標への
寄与の状況

海洋政策可能性検討調査業務を実施することにより、ブルーエコノミーの総合的な推進に向けた取組ができて
おり、同取組は海洋政策事業にかかる関係団体数に寄与すると考えられる。

要因分析
可能性検討調査では、本県がブルーエコノミーを展開するうえで、重点的に取組みを進めていくことが望まし
いと考えられる対象分野の検討結果が得られ、ブルーエコノミーの総合的な推進に向けた取組を進めることが
でき、海洋政策事業に係る関係団体数の目標値を維持することができた。

対応案
引き続き海洋政策事業に係る関係団体数の目標値達成に向け、ブルーエコノミーの総合的な推進に向けた取組
を行っていく。

関連する主な取組

施策番号 1-(3)-イ-③ 主な取組名 国の「海洋政策センター（仮称）」の設置促進 対応課 企画調整課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

Ｒ６年度目標値の参加人数110人に対し、少年水産教室16人、ＪＩＣＡ研修11人、交流大会132人と合わせて
159人の実績となった。また、交流大会での県知事賞受賞者が、全国大会で全国共済水産業協同組合連合会会
長賞を受賞した。

要因分析
各漁協、漁業士との事前調整を念入りに行ったことで、糸満漁協女性部、伊良部漁協小型船主会からそれぞれ
１題の課題を選出することができた。また、話題提供として、日本海洋水産システム協会、水産海洋技術セン
ター海洋資源養殖班からそれぞれ１題の話題提供を受けることができた。

対応案
各地区の担当普及員が、関係機関や漁協及び漁業者と密に連携することで、各地域における優良な取り組み事
例を抽出する。

関連する主な取組

施策番号 1-(3)-イ-③ 主な取組名 水産業の振興のための普及活動等の実施 対応課 水産課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

655

担当部課名 企画部交通政策課

達成状況の説明

航空路においては運賃値上げに対して、当該事業で補填することで離島住民の負担軽減を図ったこと等から目標値を達成した。 
航路においては実績数は伸びているものの、コロナ禍からの回復が十分でなく目標値に届かなかった。

582

655 61.0%
目標達成の
見込み計画値

530 593

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

低減化した路線における航路・航空路の
利用者数（離島住民） 

(低減化した路線における航路の利用者数
（離島住民）)

千人 468

528 567

成果指標名 単位 基準値

実績値 目標値

達成率

422 180.8% 目標達成
計画値

335 379 422

R4 R5 R6 R6年度

低減化した路線における航路・航空路の
利用者数（離島住民） 

(低減化した路線における航空路の利用者
数（離島住民）)

千人 292

418 528 527

施策名 2-(8)-ア-① 交通コスト等の低減

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

交通政策課

成果指標への
寄与の状況

　割高な船賃および航空運賃の低減により、運賃水準が計画値と同水準となった。

要因分析
　燃料高騰の影響により運賃の値上げが続いている中、離島住民向けの割引運賃の動向を注視する必要があ
る。

対応案 　航空路線については、既存の割引運賃額据え置きとなるよう支援する。

対応案

引き続き、離島市町村と連携し、離島住民等交通コスト負担軽減事業を安定的かつ継続的に実施していく。

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-ア-① 主な取組名 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業 対応課

類型 説明

⑫ 社会経済情勢
航空路においては運賃値上げ分を補填し離島住民の影響を抑えることで、利用者数がコロナ禍前の実績を超え
て好調に推移している。 
航路においては荒天等の影響による欠航で目標値には達しなかったが、利用者数は増加傾向にある。

要因分析
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

南大東村および北大東村に対し、船舶欠航時における食品等の生活物資の航空機輸送経費等の補助を行う。

要因分析

計画値どおり２村へ補助を実施し目標を達成した。 
２村と協議のうえ、登録事業者（島内小売店）へ事業の周知等を行ったことで、台風接近などによる船舶欠航
時に本事業が活用され、長期間にわたる食品等の品薄状態が大きく解消・改善され、離島定住条件の整備に大
きく寄与できた。

対応案
引き続き、２村と適宜調整及び協議を行い、録事業者（島内小売店）への速やかな補助金の支出および概算払
い等による適切な補助金の支出に努める。

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-ア-① 主な取組名 緊急時生活物資航空機輸送費補助事業 対応課 地域・離島課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

目標は達成したが、国（総務省）の支援制度の詳細について情報収集するとともに、引き続き未整備地域の整備に関して、民間
事業者が参入可能な事業スキームを関係機関等と協議し、事業化に取り組む。

① 計画通りの進
捗

目標を達成したが、国（総務省）による光ファイバ網未整備地域への支援制度が検討されているが、具体的な
内容が示されていない。

担当部課名 企画部情報基盤整備課

達成状況の説明

離島における超高速ブロードバンドサービス基盤整備率については目標を達成した。

要因分析

類型 説明

99.1 100.0% 目標達成
計画値

97.8 98.5 99.1

R4 R5 R6 R6年度

超高速ブロードバンドサービス基盤整備
率（離島）

％ 97.2

99 99 99.1

施策名 2-(8)-ア-② 情報通信基盤の強化とＩＣＴの活用

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

令和６年度は民間通信事業者が整備・運営主体となる整備方針を決定するなど、整備に向けて着実に取組が進
んでいる。

要因分析 成果指標への寄与は、事業化し整備が完了した後となる。

対応案 引き続き、事業スキームについて関係機関等と協議し、事業化に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-ア-② 主な取組名 超高速ブロードバンド環境整備促進事業 対応課 情報基盤整備課

成果指標への
寄与の状況

北大東島への海底光ケーブル整備が完了し、整備率の向上に寄与した。

要因分析 計画通り北大東島島への海底光ケーブル整備が完了したことで、整備率が向上した。

対応案 引き続きループ化に取り組み、災害や障害に強い情報通信基盤を構築する。

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-ア-② 主な取組名 大東地区情報通信基盤整備推進事業 対応課 情報基盤整備課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

順調に推移しており、成果指標へ寄与している。

要因分析
個別施設計画に基づき、工事に係る設計業務や中継局の発電設備等の更新工事については、順調に推移してい
る。

対応案 今後も引き続き諸法令等を確認しながら、個別施設計画に基づき、事業に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-ア-② 主な取組名 テレビ放送運営事業 対応課 情報基盤整備課

成果指標への
寄与の状況

先島地区の高度化工事を完了した。

要因分析 先島地区の高度化工事が完了したことで情報通信基盤を高度化することができた。

対応案 光ファイバ網の整備等により、離島の超高速ブロードバンドサービス基盤整備率向上を図る。

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-ア-② 主な取組名 離島地区情報通信基盤高度化事業 対応課 情報基盤整備課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

指標に直接的な影響を与えないが、離島の情報通信基盤の強化という観点では貢献している。

要因分析 八重山地区ラジオ中継局の更新・強靭化の支援は令和６年度を持って完了

対応案 八重山地区ラジオ中継局の更新・強靭化の支援は令和６年度を持って完了

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-ア-② 主な取組名 ラジオ中継局強靱化支援事業 対応課 情報基盤整備課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

今後も引き続き赤字路線への欠損補助を行い、路線の維持確保に努めていく。

① 計画通りの進
捗

赤字路線への欠損補助を行い、路線を継続させていることが主な要因と考える。

担当部課名 企画部交通政策課

達成状況の説明

赤字路線への支援を行った結果、運行が維持され利用者数の目標値を達成できていることから、寄与度は大きい。

要因分析

類型 説明

945 121.9% 目標達成R3年度 Ｒ４年度 R5年度

計画値

647 796 945

R4 R5 R6 R6年度

離島における乗合バス利用者数 千人 498

678 1,120 1,043

施策名 2-(8)-エ-③ 地域特性に応じた島内移動手段の確保

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　離島の県管理道路（補助国道、県道）における道路橋の定期点検・修繕・耐震補強・更新について、計画
４ヵ所に対し４ヵ所実施できた。

要因分析
　防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策に伴う国の補正予算を活用することにより、目標を達成
できた。

対応案 　引き続き、国の補正予算を積極的に活用し、事業の更なる推進を図る。

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-エ-③ 主な取組名 橋梁長寿命化修繕事業（県道等） 対応課 道路管理課

成果指標への
寄与の状況

路線維持への支援を行った結果、利用者数の目標値を達成できていることから寄与度は大きいと考える。

要因分析 赤字路線への欠損補助を行い、路線を継続させていることが主な要因と考える。

対応案 今後も引き続き赤字路線への欠損補助を行い、路線の維持・確保に努めていく。

関連する主な取組

施策番号 2-(8)-エ-③ 主な取組名 バス路線補助事業（生活バス路線確保対策） 対応課 交通政策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

引き続き、産学連携の共同研究支援およびコーディネーターによる研究マネジメント支援等を実施し、県内大学等におけるイノ
ベーション創出拠点の形成を図る。

① 計画通りの進
捗

基礎研究から事業化まで段階に応じた産学共同研究を幅広く支援したことで、共同研究体制が構築された。

② 関係機関の調
整進展

コーディネーターによる大学と企業とのマッチングを強化したことで、産学連携が促進された。

担当部課名 企画部科学技術振興課

達成状況の説明

　大学等が民間企業から受け入れた共同研究費は、188百万（R2）→160百万（R3）→324百万（R4）→303百万（R5）で推移してい
る。変動はあるものの順調に増加し、R6年度の目標値237百万を達成した 
　基礎研究から事業化まで段階に応じた研究支援や、一層の支援が求められる研究分野への重点支援など幅広い研究支援を行った結
果、産学共同研究の数や規模が拡大し民間企業からの投資額の増加につながった

要因分析

類型 説明

237 234.7% 目標達成R3年度 R4年度 R5年度

計画値

204 221 237

R4 R5 R6 R6年度

大学等が共同研究費として民間企業から
受け入れた金額

百万円 188

160 324 303

施策名 3-(5)-ア-① OIST等を核とした共同研究の推進等によるイノベーション創出拠点の形成

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

R７年度は研究交流を２件実施し、国際的な共同研究の創出を図った。

要因分析 研究交流を実施したことで、新たなネットワーク構築及び共同研究につながるものとなった。

対応案 引き続き研究交流を実施し、国際的視点を有する共同研究及び産学連携等の推進を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-① 主な取組名
ハワイを含むアジア・太平洋島しょ国等との研究
ネットワーク基盤構築

対応課 科学技術振興課

成果指標への
寄与の状況

R６年度は、有望な大学等の研究シーズに基づく共同研究を４件支援し、大学等を中心とした企業との共同研
究体制の構築を図った。

要因分析 大学等と企業との共同研究を継続して支援したことで、企業連携が強化された。

対応案
引き続き、大学等研究シーズに基づく共同研究を支援し、事業化に向けた応用研究への取組や企業連携を推進
する。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-① 主な取組名 大学等が行う共同研究等の推進 対応課 科学技術振興課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　令和６年度は入居企業等への技術支援等を78件実施するとともに、県内外展示会等を含む広報活動を計画値
３回に対し４回実施し、研究開発型企業や研究機関等の集積を促した。

要因分析
　入居企業が基礎研究の段階から事業化に向けて成長する中で、研究や事業活動等に対する支援が求められて
いる。

対応案
　入居企業の事業化を促進するため、ビジネスプランに関する助言および企業や大学等の研究機関とのマッチ
ング機会を提供し、支援の充実を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-① 主な取組名 沖縄ライフサイエンス研究センターの管理運営 対応課 科学技術振興課

成果指標への
寄与の状況

OISTの研究内容や成果の普及啓発につながるイベントの開催支援等を通じて、OISTの研究活動などについて情
報発信を図り、OISTの「知」を活用し、産業振興や社会課題の解決につなげる共同研究等の推進に寄与してい
る。

要因分析
OISTの「知」を活用した共同研究等に至るには、「知」を認識する必要があるため、普及啓発活動は共同研究
の件数増加に寄与している可能性がある。

対応案 引き続き、県民に向けたOISTの研究内容や成果の普及啓発に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-① 主な取組名 県民に向けたOIST の研究内容や成果の普及啓発 対応課 科学技術振興課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

国内外のシーズを県内に集積し、起業させることで、イノベーション創出拠点の形成を促進している。

要因分析
当該事業による支援起業したチームが成長することで、今後共同研究等につながる可能性があるが、直接的に
共同研究費の増額に至るには時間を要する。

対応案 引き続き、沖縄科学技術大学院大学SDGｓ社会課題解決型起業促進事業に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-① 主な取組名
沖縄科学技術大学院大学SDGs社会課題解決型起業
促進事業

対応課 科学技術振興課

成果指標への
寄与の状況

R６年度は、企業ニーズを踏まえた大学中心の産学連携共同研究を21件、大学の研究成果を活用した企業主体
の研究開発を１件支援した。また、コーディネーターによる大学と企業とのマッチングや研究支援を実施し、
成果指標の基礎となる共同研究体制の構築を図った。

要因分析
産学連携共同研究の支援およびコーディネーターによる研究マネジメント支援を推進した結果、大学における
企業連携が促進された。

対応案
引き続き、産学連携の共同研究支援およびコーディネーターによる研究支援を推進し、共同研究体制の強化・
拡充を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-① 主な取組名 産学連携共同研究等の推進 対応課 科学技術振興課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

R６年度は、より一層の支援が求められる先端医療分野および感染症分野の共同研究をそれぞれ２件（計４
件）支援した。 
当取組により産学連携を促進し、民間企業が大学等のシーズを活用して産業化を進めるための共同研究体制の
構築を図った。

要因分析
産業振興や社会課題の解決に向け、より一層の支援が求められる研究分野においては、引き続き、重点的な支
援を行う必要がある。

対応案 産業振興や社会課題の解決に向け、より一層の支援が求められる研究分野において、重点的な支援を行う。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-① 主な取組名
一層の支援が求められている分野の共同研究等の
推進

対応課 科学技術振興課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

引き続き、起業に向けた課題解決支援や研究交流等のマッチング支援を行うことで、大学発ベンチャーが生まれやすい環境整備
を促進していく。

① 計画通りの進
捗

県としても、OISTの起業家育成支援プログラム（現アクセラレータプログラム）への支援や、各大学等への研
究支援を行っており、順調に大学発ベンチャーが生まれている。

担当部課名 企画部科学技術振興課

達成状況の説明

令和５年度までに大学発ベンチャーが16社増えており、累計で39社となっている。起業に向けた課題解決支援や起業セミナー等を行
い、大学発ベンチャーが生まれやすい環境整備を促進することで、目標を達成した。

要因分析

類型 説明

30 228.6% 目標達成

R5年度参
考

計画値

25 28 30

R4 R5 R6 R6年度

大学発ベンチャー等創出数（累計） 社 23

34 39 39

施策名 3-(5)-ア-③ 大学発ベンチャー等の創出と高度研究人材等の活用等に向けた環境整備

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　大学等の高度研究人材等と県内の民間企業とのマッチングを支援することで、大学発ベンチャー等が生まれ
育ちやすい環境整備を促進した。

要因分析
　高度研究人材等や所属する機関と民間企業との研究交流等を支援したことで大学発ベンチャー等が生まれ育
ちやすい環境整備に繋がった。

対応案
　引き続き、研究交流等のマッチング支援を行うことで、「共同研究ベンチャー」や「技術移転ベンチャー」
といった大学発ベンチャー等が生まれ育ちやすい環境整備を促進する。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-③ 主な取組名 関係機関と連携した高度研究人材の活用促進 対応課 科学技術振興課

成果指標への
寄与の状況

起業を志向する研究者を掘り起こし、課題解決のためのハンズオン支援や起業セミナーを行うことで、大学発
ベンチャー等が生まれ育ちやすい環境整備を促進した。

要因分析
課題解決のためのハンズオン支援や起業セミナー等の大学発ベンチャーが生まれ育ちやすい環境整備によって
大学発ベンチャー等の創出に繋がった。

対応案
引き続き、起業を目指す研究者に対してハンズオン支援を行うとともに、企業と研究者のマッチング支援を行
い、「共同研究ベンチャー」や「技術移転ベンチャー」等の大学発ベンチャーの創出を促進する。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-③ 主な取組名 大学発ベンチャーの創出支援 対応課 科学技術振興課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

社会課題に関心を示し、課題解決に向けて主体的に取り組む研究者を増やすため、引き続きセミナーやワークショップ等を通し
て周知・啓発を進める。

① 計画通りの進
捗

試験的科学技術プロジェクトの支援や研究者交流会当を通して県内大学等の研究者等への周知・啓発を実施し
た結果、大学等発社会課題解決型科学技術プロジェクトの応募件数は計画通りの進捗となった。

担当部課名 企画部科学技術振興課

達成状況の説明

大学発社会課題解決型の科学技術プロジェクトの応募件数は令和６年度までの３年間で累計45件を目標としており、令和６年度は29
件であった。これにより令和４年度から６年度までの３年間での累計は99件となり目標を達成した。

要因分析

類型 説明

45 485.7% 目標達成
計画値

36 40 45

R4 R5 R6 R6年度

大学等発社会課題解決型の科学技術プロ
ジェクト応募件数（累計）

件 31

31 70 99

施策名 3-(5)-ア-④ 社会課題解決型の科学技術プロジェクト創出支援

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況

- 22 -



（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

社会課題解決型の科学技術プロジェクトに係る研究交流会等を開催し、科学技術による社会課題解決に向けた
体制の構築に向けた取組を推進した。

要因分析
広報の実施や研究交流会の開催等を通して県内大学等の研究者等の社会課題への興味関心を高めることで、大
学等発社会課題解決型の科学技術プロジェクトの応募に繋がった。

対応案 引き続き、県内大学等と連携し、セミナーやワークショップ等を開催し、研究者等の興味関心を高める。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-④ 主な取組名
社会課題解決型の科学技術プロジェクトの周知・
啓発

対応課 科学技術振興課

成果指標への
寄与の状況

県内大学等の研究者による社会課題解決型の試験的科学技術プロジェクトを公募することにより、大学等発社
会課題解決型の科学技術プロジェクトの創出を支援した。

要因分析
試験的科学技術プロジェクトを公募し、社会課題に取り組む研究者の支援を行うことで、大学等発社会課題解
決型の科学技術プロジェクトの応募に繋がった。

対応案 引き続き、県内大学等と連携し、試験的科学技術プロジェクトの支援を行う。

関連する主な取組

施策番号 3-(5)-ア-④ 主な取組名 社会課題解決型の科学技術プロジェクト創出支援 対応課 科学技術振興課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

令和７年度も引き続き多くの離島市町村や事業者に参加いただき、会場で販売される特産品等について、HP等で事前に広く周知
することで、来場者及び売上を確保する。

⑬ 天候・自然災
害

台風25号の影響による天候不良に伴い、令和５年度より来場者数が減少したため、売上が目標に達しなかった
と考えられる。

担当部課名 企画部地域・離島課

達成状況の説明

令和６年度も引き続き、沖縄セルラーパーク那覇で開催し、令和５年度と比較すると、売上金額は減少しているものの、約12万人の
来場があり、同フェアを通じて、特産品の販路拡大等に寄与しており、コロナ禍の売上からは回復傾向にある。引き続き、離島フェ
アを実施、離島の産業振興や魅力向上に取り組む。

要因分析

類型 説明

8,900 41.4%
達成に努め

る
計画値

5,039 6,972 8,900

R4 R5 R6 R6年度

離島フェア売上総額 万円 3,111

1,097 6,511 5,507

施策名 3-(10)-イ-② 特産品の販路拡大・プロモーション支援

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　セミナー等のマーケティング支援が事業者の商品力の向上やECビジネスの一助となり、観光客にお土産品の
購入してもらうことやECを通しての商品購入に繋がり、一人当たり観光消費額の増加に寄与したと考えられ
る。

要因分析
　マーケティング支援を実施するにあたり、事業者の商品開発を伴走型で支援したことが一人当たり観光消費
額の増加につながったと考えられる。

対応案
　引き続き県産品のプロモーション実施やセミナー等のマーケティング支援、県外商談会への出展支援等、県
内事業者に対する総合的な支援に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 3-(10)-イ-② 主な取組名 稼ぐ県産品支援事業 対応課
グローバルマー
ケット戦略課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

目標は達成したが、国（総務省）の支援制度の詳細について情報収集するとともに、引き続き未整備地域の整備に関して、民間
事業者が参入可能な事業スキームを関係機関等と協議し、事業化に取り組む。

① 計画通りの進
捗

目標を達成したが、国（総務省）による光ファイバ網未整備地域への支援制度が検討されているが、具体的な
内容が示されていない。

担当部課名 企画部情報基盤整備課

達成状況の説明

令和４年度において実績値が99.9%となり、令和６年度の目標値である99.8%を達成している。

要因分析

類型 説明

99.8 120.0% 目標達成
計画値

99.5 99.6 99.8

R4 R5 R6 R6年度

超高速ブロードバンドサービス基盤整備
率

％ 99.3

99.9 99.9 99.9

施策名 3-(12)-ア-① 未来創造の情報通信基盤の構築

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

先島地区の高度化工事を完了した。

要因分析 先島地区の高度化工事が完了したことで情報通信基盤を高度化することができた。

対応案 光ファイバ網の整備等により、離島の超高速ブロードバンドサービス基盤整備率向上を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-ア-① 主な取組名 離島地区情報通信基盤高度化事業 対応課 情報基盤整備課

成果指標への
寄与の状況

令和６年２月に本窓口を利用して５G基地局が３ヵ所設置されている。本指標は光ファイバの整備率（世帯カ
バー率）を指しているため、厳密には５G基地局の設置による指標への影響はない。だが、超高速ブロードバ
ンドサービスを広くとらえた場合、本取組が５Gの人口カバー率の向上に寄与しており、次世代の情報通信基
盤の構築に貢献している。

要因分析 ５G通信に安定して接続できるエリアが拡大したことで、人口カバー率の向上に寄与した。

対応案 引き続き事業者と連携し、５G不感地帯となっている地域をカバーできるよう取り組む。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-ア-① 主な取組名
５G基地局設置支援のための県公有財産活用ワンス
トップ窓口

対応課 情報基盤整備課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

令和６年度は本事業による新たな整備を実施していないため、成果指標への寄与はない。

要因分析
残された地域の整備方針について関係者間の合意に至っておらず、予算の確保と新たな整備が実施できなかっ
た。

対応案 引き続き残された地域の整備方針（実施主体、整備手法等）を検討し、予算の確保に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-ア-① 主な取組名 超高速ブロードバンド環境整備促進事業 対応課 情報基盤整備課

成果指標への
寄与の状況

北大東島への海底光ケーブル整備が完了し、整備率の向上に寄与した。

要因分析 計画通り北大東島島への海底光ケーブル整備が完了したことで、整備率が向上した。

対応案 引き続きループ化に取り組み、災害や障害に強い情報通信基盤を構築する。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-ア-① 主な取組名 大東地区情報通信基盤整備推進事業 対応課 情報基盤整備課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

　全ての市町村が着実に推進できるよう、支援が必要な市町村に対する伴走型支援を行うことに加え、県下41市町村に対しコン
テンツを提供できる仕組みを整えるなど、取組の底上げを図る。

② 関係機関の調
整進展

　令和７年度末までの完了に向けた作業については、首長・課長含めた説明会をはじめ、原課担当者への丁寧
な説明、作業進捗状況の確認、市町村担当者とベンダーとの調整への出席のほか、必要に応じ助言を行うな
ど、作業が順調に進んだ。

担当部課名 企画部デジタル社会推進課

達成状況の説明

　標準化・共通化の対象基幹業務のシステムについて、データクレンジング作業や、移行後の業務フローおよび例規等の整備、クラ
ウド移行に係る準備等の作業を進めており、作業の完了率は全国平均を上回っている。令和７年度末までに、概ね全ての市町村の対
象業務（県下41市町村で計736業務）の作業が完了する見込みである。

要因分析

類型 説明

100 - 達成は困難
計画値

33 67 100

R4 R5 R6 R6年度

情報システムの標準化・共通化に対応し
た市町村の基幹業務の数

業務 0

0 0 0

施策名 3-(12)-ア-② 自治体DXの推進

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　データ公開開始団体数の増加にあたっては、首長をはじめとした自治体職員のDX推進に向けた理解が必要で
あり、本取組を実施することにより、システム標準化を含む自治体DXの推進につながる。

要因分析
　各市町村に県が作成した手順書等を提供し、共通のデータカタログサイトを利用してデータを公開すること
に対して支援したことにより、システム標準化を含む自治体DX推進の取組に向けての機運醸成が期待できる。

対応案
　引き続き、各市町村に対してデータ更新・利活用の働きかけ、手順書等の提供を行うことで、市町村の自治
体DX推進の取組を支援する。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-ア-② 主な取組名 オープンデータ化の促進・行政データ活用の促進 対応課
デジタル社会推
進課

成果指標への
寄与の状況

　市町村における行政手続きのオンライン化の支援が、R7年度末までに完了すべきシステム標準化の取組に向
けての機運醸成につながっている。

要因分析
　行政手続きのオンライン化を推進するためには職員のDXスキルの向上、首長の理解や全庁的な体制づくりな
どが必要であることから、行政手続オンライン化の支援がシステム標準化の推進につながっていると考えられ
る。

対応案 　行政手続きのオンライン化を含め、自治体DX推進について、引き続き市町村の取組を支援していく。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-ア-② 主な取組名 行政手続きのオンライン化の促進 対応課
デジタル社会推
進課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　情報システムの標準化・共通化における市町村の支援の回数増が、市町村の標準化・共通化の進捗につな
がっている。

要因分析
　DX研修や連携会議、個別調整等を開催することで市町村の課題の把握や解決に向けた支援ができ、標準化・
共通化の進捗につながる。

対応案 　R7年度までに完了すべき情報システムの標準化・共通化に向け、引き続き緊密な連携を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-ア-② 主な取組名 情報システムの標準化・共通化 対応課
デジタル社会推
進課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

　航空需要の回復状況等を注視しながら、引き続き那覇空港の機能強化に向けた取り組みを進めるとともに、ＮＡＢＣОや関係
部局と連携して、那覇空港の将来のあり方についての調査・研究に取り組む。

⑫ 社会経済情勢
　新型コロナウィルス感染症の規制緩和により、各便が再開したことで、コロナ前と比較すると那覇空港にお
ける旅客数が約９割まで回復した。

担当部課名 企画部交通政策課

達成状況の説明

　那覇空港においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、航空需要が落ち込んでいたが、令和４年以降の国際線の順次再開
等により、年間旅客数がコロナ前の９割超にまで回復した。 
　今後は、各路線が本格的に再開することに加え、新規路線開拓により、更なる航空需要の回復が見込まれる。

要因分析

類型 説明

20,719 90.6%
目標達成の
見込み

R3年度 R4年度 R5年度

計画値

12,235 16,483 20,719

R4 R5 R6 R6年度

那覇空港の年間旅客数 千人 7,999

7,999 16,230 19,524

施策名 3-(12)-イ-① 那覇空港の更なる機能強化

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　那覇空港の利便性向上のための先端機器を導入することで、旅客の利便性向上を図った。

要因分析
　公共交通利用案内サイネージやAI監視システムの導入に向けた監視カメラ、省人化に資する先端機器等が導
入されたことで、那覇空港の利便性向上が図られた。

対応案 　引き続き、那覇空港の利便性向上のための先端機器等を導入し、旅客の利便性向上を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-イ-① 主な取組名 那覇空港の機能強化等に関する調査・検討等 対応課 交通政策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

　バス事業者や関係機関と連携し、公共交通の利用促進や生活バス路線の維持、運転手不足への対応等を行い、今後の乗客数の
回復状況を注視する必要がある。

⑨ 人手・人材不
足

　コロナ禍による県民等の移動需要の縮小に伴い、乗合バス利用者数が減少しており、運転手不足による輸送
力の低下等が課題となっている。

担当部課名 企画部交通政策課

達成状況の説明

　直近の令和５年度の数値として、運転手不足等により目標値は達成していないが、基準値となる令和２年度から約３割増加してい
る。コロナ禍前の乗客数は26,034千人（R元年度）であり、コロナ禍による乗客数の落ち込みからの回復が確認できる。

要因分析

類型 説明

27,362 55.6%
達成に努め

る
R3年度 R4年度 R5年度

計画値

20,974 24,173 27,362

R4 R5 R6 R6年度

乗合バス利用者数 千人 17,785

18,184 21,339 23,107

施策名 3-(12)-エ-① シームレスな乗り継ぎ環境の構築

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　継続して勉強会を開催し、交通拠点の構築の重要性の理解や整備に向けた取り組みにつなげることで、成果
指標への寄与を図っている。

要因分析 　新型コロナウイルス感染症の流行による県民の移動需要の縮小に伴い、集合バス利用者数は減少している。

対応案
　アフターコロナにおける移動需要の回復を公共交通に取り込むため、引き続き、乗合バスの利便性向上につ
ながる取り組みを進める。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-エ-① 主な取組名 交通拠点の構築（交通体系整備推進事業） 対応課 交通政策課

成果指標への
寄与の状況

　交通事業者との勉強会を開催し、乗り継ぎ利便性の向上に向け、路線バスにおける上り線の時刻表統合に向
けた取組を実施した。

要因分析 　新型コロナウイルス感染症の流行による県民の移動需要の縮小に伴い、乗合バス利用者数は減少している。

対応案
　アフターコロナにおける移動需要の回復を公共交通に取り込むため、引き続き、乗合バスの利便性向上につ
ながる取り組みを進める。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-エ-① 主な取組名
公共交通の乗り継ぎ利便性の向上（シームレスな
陸上交通体系構築事業、交通体系整備推進事業）

対応課 交通政策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　交通弱者等を含む利用者の乗降性に優れたノンステップバスを導入することで、一定程度、定時速達性の確
保に寄与することで、成果指標への寄与を図っている。

要因分析 　新型コロナウィルス感染症の流行による県民の移動需要の縮小に伴い、乗合バス利用者数は減少している。

対応案
　アフターコロナにおける移動需要の回復を公共交通に取り込むため、引き続き、乗合バスの利便性向上につ
ながる取組を推進する。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-エ-① 主な取組名
公共交通利用環境整備（シームレスな陸上交通体
系構築事業）

対応課 交通政策課

成果指標への
寄与の状況

　継続してワーキングチームを開催し、伊佐以北へのバスレーン延長に向けた取り組みにつなげることで、中
長期的に成果指標への寄与を図っている。

要因分析 　新型コロナウイルス感染症の流行による県民の移動需要の縮小に伴い、乗合バス利用者数は減少している。

対応案
　アフターコロナにおける移動需要の回復を公共交通に取り込むため、引き続き、乗合バスの利便性向上に向
けた施策に取り組む必要がある。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-エ-① 主な取組名
バスレーンの延長・拡充（シームレスな陸上交通
体系構築事業）

対応課 交通政策課

- 36 -



（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

路線維持への支援を行った結果、利用者数が目標値を達成できていることから、寄与度は大きいと考える。

要因分析 赤字路線への欠損補助を行い、路線を継続させていることが主な要因と考える。

対応案 今後も引き続き赤字路線への欠損補助を行い、路線の維持確保に努めていく。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-エ-① 主な取組名 バス路線補助事業費 対応課 交通政策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

　引き続き、各圏域において市町村連携交通会議及びワーキンググループを実施し、各エリアでのフィーダー交通の充実に向け
て検討を行っていく。

① 計画通りの進
捗

　令和６年度は、本島北部圏域、中部圏域、南部圏域の市町村と連携し、フィーダー交通の充実に向けた検討
を実施できた。

担当部課名 企画部交通政策課

達成状況の説明

　県では、鉄軌道（那覇⇔名護）による骨格軸とフィーダー（支線）交通が連携する利便性の高い公共交通ネットワークの構築に向
けて取り組んでいる。令和6年度の目標値2エリア（方面）に対して、令和６年度は本島北部圏域、中部圏域および南部圏域で市町村
連携交通会議（12回）を実施し、当会議に設置したワーキンググループの中で３エリア（北部1・中部1・南部１）について市町村と
協働で公共交通の充実に向け検討を行った。

要因分析

類型 説明

2 達成 目標達成
計画値

3 2 2

R4 R5 R6 R6年度

フィーダー（支線）交通検討実施エリア
数（累計）

エリア 3

3 4 3

施策名 3-(12)-エ-④ 鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　アクセス性に優れた広域的な公共交通ネットワークを構築するため、R６年度は３圏域（本島北部・中部・
南部）でそれぞれ４回会議を実施し、公共交通ネットワークの方向性について検討を行った。

要因分析
　R6年度の成果指標目標値である各圏域４回（12回）に対して、目標どおり、各圏域の公共交通ネットワーク
の方向性について協議する機会を設けることができた。

対応案
　引き続き、各圏域において市町村連携交通会議及びワーキンググループを実施し、各エリアでのフィーダー
交通の充実に向けて検討を行っていく。

関連する主な取組

施策番号 3-(12)-エ-④ 主な取組名
鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入促進
事業（市町村連携交通会議）

対応課 交通政策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

引き続き、国及び関係市町村と連携し、広域的かつ総合的なビジョンを踏まえ、県土構造の再編につながる戦略的な駐留軍用地
跡地利用を推進する。各種施策の所管課と連携し、広域構想の実現に向けて連携の強化を図る。

⑫ 社会経済情勢
周辺地域の開発の動向、広域的かつ長期的な観点からの土地利用、道路及び鉄軌道などの社会基盤整備等の各
種関連計画と整合を図り、跡地開発を県土構造の再編につなげる必要がある。

⑮ その他個別要
因

駐留軍用地の返還時期については、外部要因による影響を強く受ける。

担当部課名 企画部県土・跡地利用対策課

達成状況の説明

これまでに返還された普天間飛行場の一部（東側沿い）、牧港補給地区の一部（国道58号沿い）、西普天間住宅地区の３区域は、道
路事業、土地区画整理事業等の跡地利用を進めている。返還後の跡地における事業の取組を目指し、引き続き、駐留軍用地の跡地利
用を推進する。

要因分析

類型 説明

跡地にお
ける事業
の取組を
目指す

達成 目標達成
計画値

― ― ―

R4 R5 R6 R6年度

跡地利用計画等に基づき事業に取り組ん
でいる区域の数

区域
３区域 
（R２年
度）

3区域 3区域 3区域

施策名 3-(13)-ア-① 広域的かつ総合的なビジョンを踏まえた駐留軍用地跡地利用の推進

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

跡地利用の推進には、国、県、関係市町村の連携が不可欠であり、関係市町村との意見交換等により、県土構
造の再編につながる戦略的な跡地利用の推進に繋がる。

要因分析
関係市町村との意見交換等により、跡地の有効かつ適切な利用に向けた課題の把握や情報共有を行い、また、
広域構想の改定に向けた骨子案に対する意見の集約及び反映ができた。

対応案 引き続き、国及び関係市町村と連携し、跡地の有効かつ適切な利用の推進に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-ア-① 主な取組名 国及び関係市町村との連携 対応課
県土・跡地利用
対策課

成果指標への
寄与の状況

返還前の早期の段階から、嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の跡地利用に向けた調査業務に取り組み、各跡地
の連携を図ることで、県土構造の再編につながる戦略的な跡地利用の推進に繋がる。

要因分析
関係６市町村への個別ヒアリング及び担当者会議を開催することで、跡地利用に係る地区固有の課題、共通の
課題、広域的な課題を整理し、また、広域構想の改定に向けた骨子案に対する意見を集約できた。

対応案
引き続き、国及び関係市町村と連携し、嘉手納飛行場より南の駐留軍用地の跡地利用に向けた調査業務に取り
組む。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-ア-① 主な取組名 中南部都市圏駐留軍用地跡地利用等検討・調査 対応課
県土・跡地利用
対策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

大規模公園等検討調査については、引き続き必要な検討、調査により、プロジェクト導入の検討を図る。

① 計画通りの進
捗

大規模公園等検討調査について、プロジェクト導入に向け、引き続き必要な検討、調査を行う必要がある。ま
た関係者会議については、プロジェクトの一環として開催し、事業が完了した。

担当部課名 企画部県土・跡地利用対策課

達成状況の説明

跡地におけるプロジェクト（検討含む）の実施を目指し、普天間飛行場跡地における大規模公園等検討調査によりプロジェクト導入
の検討に取り組み、西普天間住宅地区跡地における「沖縄健康医療拠点」の形成に向けた関係者会議の開催によりプロジェクトの実
施に取り組んだ。

要因分析

類型 説明

跡地にお
けるプロ
ジェクト
（検討を
含む）の
実施を目
指す

達成 目標達成
計画値

― ― ―

R4 R5 R6 R6年度

プロジェクト件数（検討含む） 件
２件 
（R２年
度）

2件 2件 2件

施策名 3-(13)-ア-② 国家プロジェクトの導入

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

効果的な跡地利用の推進に向け、プロジェクトの一環として関係者会議を３回開催し、成果指標へ寄与した。

要因分析
プロジェクトの一環として、関係者会議の開催により、高度医療・研究機能の拡充、地域医療水準の向上に関
して調整、検討を行う等、成果指標の推進につながった。

対応案
作業部会の活用等により、関係者会議をより円滑に開催し、無事にプロジェクトが完了した。 
これらを活用し、跡地利用の推進に努める。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-ア-② 主な取組名
西普天間住宅地区跡地における「沖縄健康医療拠
点」の形成に向けた関係者会議開催

対応課
県土・跡地利用
対策課

成果指標への
寄与の状況

効果的な跡地利用の推進に向け、大規模公園等検討調査として国家プロジェクトの導入に向けた検討業務を実
施し、成果指標へ寄与した。

要因分析 関係機関と連携し、国家プロジェクト導入に向けた検討を推進し、成果指標の推進につながった。

対応案
環境補足協定で定められた期日よりもさらに早い段階での立入調査の実施を国に対して求めていき、プロジェ
クトの導入検討の推進を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-ア-② 主な取組名 普天間飛行場跡地における大規模公園等検討調査 対応課
県土・跡地利用
対策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

引き続き、国及び関係市町村と連携し、広域的かつ総合的なビジョンを踏まえ、県土構造の再編につながる戦略的な駐留軍用地
跡地利用を推進する。各種施策の所管課と連携し、広域構想の実現に向けて連携の強化をしていく。 
支障除去措置の徹底に取り組む。

⑫ 社会経済情勢
周辺地域の開発の動向や広域的かつ長期的な観点からの土地利用、社会基盤整備の関連計画を踏まえた駐留軍
用地の跡地利用を推進する必要がある。

担当部課名 企画部県土・跡地利用対策課

達成状況の説明

嘉手納飛行場より南の駐留軍用地において、キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）及び牧港補給地区は、跡地利用計画を策定し、
キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区内の倉庫地区の一部等）は、平坦部分にかかる基本計画を策定している。引き続き、その他跡地に
おける跡地利用計画の策定を目指し取り組む。

要因分析

類型 説明

跡地にお
ける跡地
利用計画
の策定を
目指す

達成 目標達成
計画値

― ― ―

R4 R5 R6 R6年度

跡地利用計画策定数 区域
２区域 
（R２年
度）

2区域 3区域 3区域

施策名 3-(13)-イ-① 駐留軍用地跡地利用計画の策定推進と支障除去措置の徹底

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

返還前の早い段階から、普天間飛行場の跡地利用計画の策定に向けた調査業務に取り組むことで、駐留軍用地
の特性を生かした効果的な跡地利用の推進及び返還後の速やかな事業着手に繋がる。

要因分析
普天間飛行場の跡地利用計画策定に向けた「全体計画の中間取りまとめ（第２回）」を令和４年７月に策定
し、時間が経過しても変わらない視点を揺るぎないまちづくりの方向性として位置づけ、「目標を定め重点的
に取り組む項目」を抽出し、検討の深化を緩めないための行程計画を更新した。

対応案 イベントの開催等、地権者等へ広く情報発信を行い、跡地利用への機運醸成を図っていく。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-イ-① 主な取組名
普天間飛行場等跡地利用計画の策定に向けた検
討・調査

対応課
県土・跡地利用
対策課

成果指標への
寄与の状況

返還前の早い段階から、駐留軍用地の立入りによる文化財調査、自然環境調査等に取り組むことで、駐留軍用
地の特性を生かした効果的な跡地利用の推進及び返還後の速やかな事業着手に繋がる。

要因分析
普天間飛行場内の立入りによる自然環境等調査は実施できていないが、自然環境の早期把握・保全措置の実施
などに向けて、立入なしで可能な調査の検討、先行する地区での課題及び解決策等のヒアリング、関係部局と
の意見交換等を実施した。

対応案
環境補足協定で定められた期日よりもさらに早い段階での立入調査の実施を関係市町村と連携し、国に対して
求めていく。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-イ-① 主な取組名 駐留軍用地内の自然環境等調査 対応課
県土・跡地利用
対策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　地権者への土地引き渡し前の支障除去措置等を実施することで、駐留軍用地跡地の跡地利用の早期着手に向
けた取組の推進につなげることができる。

要因分析
県、関係市町村への説明会の実施や調整等により密に連携することにより、より円滑な支障除去措置が図れ
た。

対応案 引き続き、県、関係市町村と密に連携することにより、より円滑な支障除去措置が図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-イ-① 主な取組名 地権者への土地引き渡し前の支障除去措置 対応課
県土・跡地利用
対策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

地権者等に対する戸別訪問件数の増や制度の周知により、土地売却の申出等を促進させ、公有地の拡大を図る。

① 計画通りの進
捗

　7.81haの買取を実施できた。跡地利用推進法に基づく先行取得制度では、地権者から土地売却の申出等を受
けてから買取りの交渉が始まるため、地権者等に対し、戸別訪問の実施など、制度の周知を図ることが重要。
また、軍用地を適正価格の設定を図る。

担当部課名 企画部県土・跡地利用対策課

達成状況の説明

　7箇所の駐留軍用地（跡地）において、計113.44ha※の先行取得を目指し、地権者への広報（戸別訪問を含む）実施したところ、令
和６年度末までに94.61haの土地を取得し、順調に推移していることから、跡地開発事業の早期着手による円滑な跡地利用の推進につ
なげることができる。 
※キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）の跡地指定解除を考慮した面積としている。

要因分析

類型 説明

必要な土
地の確保
を目指す

達成 目標達成
計画値

― ― ―

R4 R5 R6 R6年度

先行取得による土地取得面積 ha
68.6ha 
（R２年
度）

79.7ha 86.8ha 94.61ha

施策名 3-(13)-イ-② 公共用地の先行取得の推進

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　普天間飛行場内の土地について、県と市が連携して地権者への戸別訪問を行い周知啓発を強化し、沖縄県と
宜野湾市で合わせて約4.18haを取得し、成果指標へ大きく寄与した。

要因分析
　駐留軍用地の円滑な跡地利用の推進に向け必要な公有地を確保するため県と市で700件程度地権者への戸別
訪問を行い、普天間飛行場内の土地について、沖縄県では約1.71ha、宜野湾市では約2.47haを取得したこと
で、成果指標の推進につながった。

対応案
　普天間飛行場内の土地について、戸別訪問件数を増やすことにより、土地売却の申出等を促進させ、公有地
の拡大を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-イ-② 主な取組名
公共用地の先行取得 
普天間飛行場

対応課
県土・跡地利用
対策課

成果指標への
寄与の状況

　キャンプ桑江（南側地区）内の土地について、約0.78haを取得し、公有地拡大という成果指標へ寄与した。

要因分析
　駐留軍用地の円滑な跡地利用の推進に向け必要な公有地を確保するため、キャンプ桑江（南側地区）内の土
地について、地権者への周知啓発がうまくいき、約0.78haを取得したことで、成果指標の推進につながった。

対応案
　キャンプ桑江（南側地区）内の土地について、引き続き制度の周知を図ることにより、土地売却の申出等を
促進させ、公有地の拡大を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-イ-② 主な取組名
公共用地の先行取得 
キャンプ桑江（南側地区）

対応課
県土・跡地利用
対策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

　牧港補給地区内の土地について、跡地利用計画の周知を含めた広報活動により約1.87haを取得し、成果指標
へ寄与した。

要因分析
　駐留軍用地の円滑な跡地利用の推進に向け必要な公有地を確保するため、牧港補給地区内の土地について跡
地利用計画の周知により、約1.87haを取得したことで、成果指標の推進につながった。

対応案
牧港補給地区内の土地について、引き続き制度の周知を図ることにより、土地売却の申出等を促進させ、公有
地の拡大を図る。

関連する主な取組

施策番号 3-(13)-イ-② 主な取組名
公共用地の先行取得 
牧港補給地区

対応課
県土・跡地利用
対策課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

　児童の多様なニーズに備えた受入体制の構築を図りながら、持続的な受入れができるよう、オンライン含む体験プログラムの
開発・改善や民泊を中心とした受入体制づくりを進め、各離島の状況に応じ事業を実施していく。

① 計画通りの進
捗

受入離島の体験プログラムの内容を検証し、改善するとともに、離島コーディネーターの育成に向けた、合同
研修会や視察等を実施し、受入体制の構築・強化を図ることにより、計画通りの進捗となった。

担当部課名 企画部地域・離島課

達成状況の説明

派遣学校及び受入先離島との連携を図り、計画通りに派遣を実施し、目標を達成した。

要因分析

類型 説明

6,619 106.3% 目標達成
計画値

2,617 4,621 6,619

R4 R5 R6 R6年度

本島及び離島から離島への派遣やオンラ
インで交流する児童数（累計）

人 619

2,176 2,567 6,999

施策名 4-(4)-ア-① 離島の多様な魅力の発信

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

各圏域で各種メディアや沖縄関連イベント等への出展を通したプロモーションの実施により、離島の多様な魅
力を発信できたことが、本島及び離島から離島への派遣やオンラインで交流する児童数の増加に寄与した。

要因分析
各圏域で各種メディアや沖縄関連イベント等への出展を通したプロモーションを実施し離島の多様な魅力の発
信を推進したことにより、本島及び離島から離島への派遣やオンラインで交流する児童数の増加につながっ
た。

対応案 インバウンド需要などさらにターゲットを広げ、効果的なプロモーションを行っていく。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-ア-① 主な取組名
離島観光活性化促進事業（各種プロモーションの
実施）

対応課 観光振興課

成果指標への
寄与の状況

離島と本島・県外との交流の促進を図るため、各圏域の観光協会等が主体となり、展示会への出展およびメ
ディアやSNS等を活用した各種プロモーションにおいて離島の多様な魅力を発信することで、交流促進を図っ
た.

要因分析
各地域の特色あるコンテンツの掘り起こしや各関係機関との連携を図る必要がある。また、インバウンド需要
が回復する中、情報発信の多言語対応等についても検討する必要がある。

対応案
各圏域ごとの課題や解決策について共有しながら、関係機関等と連携し、高付加価値コンテンツの掘り起こし
や情報発信の多言語化などの検討も進め、より効果的な交流促進につなげていく。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-ア-① 主な取組名
離島観光活性化促進事業（主要離島観光協会によ
るプロモーションの実施）

対応課 観光振興課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

　グリーン・ツーリズムの受入体制の強化や高位平準化を図るため、引き続きグリーン・ツーリズム人材育成に取り組むほか、
定期便化・プログラムチャーター化に繋げるため、航空会社や旅行会社へのセールス活動等を継続する。 
　また、離島観光事業者等に対してデジタル広報・販売スキル向上の支援を引き続き実施するともに、幅広いＷｅｂ媒体への商
品掲載の支援等に取り組む。

① 計画通りの進
捗

　離島へのチャーター便支援や離島観光プロモーション、農山漁村との交流を促進するグリーン・ツーリズム
実践者の支援等の実施により、離島における受入体制の強化や離島の魅力について訴求力のある情報発信が行
われたことから、計画通りの進捗となった。

担当部課名 企画部地域・離島課

達成状況の説明

　離島へのチャーター便支援、国内外向け離島観光プロモーション等の取組や農山漁村と都市との交流を促進するためのグリーン・
ツーリズム実践者の支援・育成等の実施、離島観光事業者等に対してＯＴＡサイトへの掲載等デジタルマーケティングの導入による
販路拡大の支援等の実施により、「離島地域への入域観光客数」の令和５年度の計画値（341万人）を達成していることから、目標達
成が見込まれる。

要因分析

類型 説明

429 74.5%
目標達成の
見込み

（令和４
年度）

（令和５
年度）

計画値

254 341 429

R4 R5 R6 R6年度

離島地域への入域観光客数 万人 166

174 309 362

施策名 4-(4)-ア-② 離島訪問の促進

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況

- 52 -



（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

国内線チャーター便に対する支援が、離島航空路線のプログラムチャーター化または定期便化に向けた取組の
促進につながり、離島地域への入域観光客数の増加に寄与している。

要因分析
国内線チャーター便に対する支援が、離島航空路線のプログラムチャーター化または定期便化に向けた取組の
促進につながり、離島地域への入域観光客数の増加につながった。

対応案
みやこ下地島空港のチャーター便対応期間短縮は想定外であったが、新たな支援先候補への周知などを行って
いく必要がある。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-ア-② 主な取組名
離島観光活性化促進事業（国内線チャーター便支
援）

対応課 観光振興課

成果指標への
寄与の状況

農山漁村と都市との交流を促進するグリーン・ツーリズム実践者の育成・支援等を行うことで、観光客の受入
れ体制の強化を図った。

要因分析
グリーン・ツーリズムインストラクター講習会の実施により、体験交流プログラム作成に必要な知識と技術を
習得した専門人材が育成された。

対応案
グリーン・ツーリズムの受入れ体制の強化や高位平準化を図るため、引き続きグリーン・ツーリズム人材育成
とフォローアップ支援に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-ア-② 主な取組名 グリーン・ツーリズムの推進 対応課 村づくり計画課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

900

担当部課名 企画部地域・離島課

達成状況の説明

　離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設利用者数については、統計データを取り始めたのが最近であること
等により傾向が読み取れなかったため、目標を大幅に上回る利用者数となっている。 
　離島・過疎地域におけるテレワーク人材等の登録者数については、計画値900人に対し実績値907人と目標を上回っている。

907

900 102.5% 目標達成
計画値

714 807

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

離島・過疎地域におけるテレワーク・
ワーケーション推進施設の利用者数及び
テレワーク人材等の登録者数（離島・過
疎地域におけるテレワーク人材等の登録

者数）

人 621

669 797

成果指標名 単位 基準値

実績値 目標値

達成率

2,259 5,763.3% 目標達成

R６実績未
入手のた
めR５実績
を暫定入
力

計画値

2,054 2,156 2,259

R4 R5 R6 R6年度

離島・過疎地域におけるテレワーク・
ワーケーション推進施設の利用者数及び

テレワーク人材等の登録者数 
（離島・過疎地域におけるテレワーク・
ワーケーション推進施設の利用者数）

人 1,951

7,039 19,702 19,702

施策名 4-(4)-イ-① 離島・過疎地域におけるテレワーク、ワーケーション等の推進

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

地域・離島課

成果指標への
寄与の状況

テレワーカー等向け説明会開催目標30回に対して、50回の説明会を開催し離島テレワーカーの登録者数増及び
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設の利用者数の増に寄与している。

要因分析 テレワーク人材等の登録者数（累計）の計画値900人に対し実績値907人と目標を達成している。

対応案 引き続き、事業の周知案内等を実施し、離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進を図る。

対応案

引き続き、事業の周知案内等を実施し、離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進を図る。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-① 主な取組名 離島ICT利活用人材等高度化事業 対応課

類型 説明

① 計画通りの進
捗

　離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケーション推進施設利用者数については、目標を達成している状
況であるが、更なる利用者数増のために、離島・過疎地域におけるテレワーク人材等の登録者数増に取り組
む。

① 計画通りの進
捗

　引き続き、事業の周知、テレワーカー募集案内を行い、離島・過疎地域におけるテレワーク推進に取り組
む。

要因分析
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

令和６年度は本事業による新たな整備を実施していないため、成果指標への寄与はない。

要因分析
残された地域の整備方針について関係者間の合意に至っておらず、予算の確保と新たな整備が実施できなかっ
た。

対応案 引き続き残された地域の整備方針（実施主体、整備手法等）を検討し、予算の確保に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-① 主な取組名 超高速ブロードバンド環境整備促進事業 対応課 情報基盤整備課

成果指標への
寄与の状況

北大東島への海底光ケーブル整備が完了し、整備率の向上に寄与した。

要因分析 計画通り北大東島島への海底光ケーブル整備が完了したことで、整備率が向上した。

対応案 引き続きループ化に取り組み、災害や障害に強い情報通信基盤を構築する。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-① 主な取組名 大東地区情報通信基盤整備推進事業 対応課 情報基盤整備課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

先島地区の高度化工事を完了した。

要因分析 先島地区の高度化工事が完了したことで情報通信基盤を高度化することができた。

対応案 光ファイバ網の整備等により、離島の超高速ブロードバンドサービス基盤整備率向上を図る。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-① 主な取組名 離島地区情報通信基盤高度化事業 対応課 情報基盤整備課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

対応案

移住応援Webサイト等を活用し、沖縄県に移住コーディネーターが配置され、沖縄県への移住に関するワンストップ窓口が設置
されていることを引き続き周知していく。

① 計画通りの進
捗

移住相談会や移住フェアにおいて、沖縄県への移住について引き続き高い関心があることから、目標を上回る
実績となった。

担当部課名 企画部地域・離島課

達成状況の説明

移住コーディネーターを地域・離島課内に配置し、沖縄県への移住に関するワンストップ窓口を設置した。令和６年度においては、
移住希望者や移住を検討されている方からの相談が250件となるなど、基準値のR２年度（193件）と比較し、約29％増となった。

要因分析

類型 説明

250 154.4% 目標達成
計画値

212 231 250

R4 R5 R6 R6年度

移住相談件数 件 193

300 225 281

施策名 4-(4)-イ-② ＵＪＩターンによる移住促進

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

地域づくりに関連する施策の普及啓発や、地域づくり団体および地域おこし協力隊等を対象とした研修会等を
６回開催した。

要因分析
県において、「地域おこし協力隊」を２名配置し、市町村の地域おこし協力隊からの要望や相談をきめ細かく
対応できたことによるものと考える。

対応案
引き続き、地域づくりに関連する施策の普及啓発や、地域づくり団体および地域おこし協力隊等を対象とした
研修会等を開催していく。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-② 主な取組名 地域おこし協力隊等への研修支援 対応課 地域・離島課

成果指標への
寄与の状況

移住応援Webサイトを運用し、沖縄県への移住関連情報や移住相談会、移住体験ツアー等の情報を発信したと
ころ、同サイトのアクセス数の目標値210,000件を下回った。

要因分析
令和５年度からアクセス数を計測しているGoogleアナリティクスがGA３からGA４へ移行したことにより、計測
方法が変更された。このことによって、アクセス数の減少となったことが考えられる。

対応案 引き続き、移住応援WEBサイトを運用し、沖縄県への移住関連情報の発信強化に努めていく。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-② 主な取組名 移住応援サイトの運用 対応課 地域・離島課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

令和６年度の移住受入協議会については、３回開催した。

要因分析
「住宅確保」をテーマとして開催し、住宅課題解決に関連した研修を開催することで、令和７年度の移住施策
の拡充が期待できる。

対応案 引き続き、移住受入協議会の開催を行う。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-② 主な取組名 沖縄県移住受入協議会の開催 対応課 地域・離島課

成果指標への
寄与の状況

中間支援組織の育成支援については、目標値の２団体を上回る11団体に対して支援した。

要因分析
離島・過疎市町村においては人口減少が顕著となっていることなどから、移住施策に取り組む市町村が増えて
きているためと考えられる。

対応案 引き続き、中間支援組織の育成支援に取り組む。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-② 主な取組名 中間支援組織の育成支援 対応課 地域・離島課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標への
寄与の状況

市町村が実施する過疎地域の振興を図るための取り組みに対する令和６年度の支援実績は、過疎計画変更が13
件、過疎債起債協議が35件、過疎交付金申請が3件の計51件であった。

要因分析
市町村向け説明会において、過疎債起債協議や過疎計画変更手続きに関して、前年度からの変更点や留意すべ
きポイントなどについて説明を行ったほか、支援員を活用しながら過疎対策や地域活性化に資する施策の活用
にむけた指導・助言を行った。

対応案
引き続き、過疎計画の変更手続き、過疎債起債や過疎交付金申請の手続き等について市町村へ指導・助言を行
うとともに、過疎対策や地域活性化を図るための市町村の取り組みを支援する。

関連する主な取組

施策番号 4-(4)-イ-② 主な取組名
過疎地域における持続的発展施策の総合調整及び
推進

対応課 地域・離島課
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（様式３）「成果指標」検証票

成果指標 検証票

56

担当部課名 企画部地域・離島課

達成状況の説明

令和６年度の実績については、①市町村において地域づくりをリードする人材の育成人数が102名、②地域おこし協力隊・地域ブロッ
クマネージャー数が76人となっており、引き続き目標達成に向けて取り組んでいく必要がある。

76

56 達成 目標達成計画値

62 59

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

市町村において地域づくりをリードする
人材の育成人数及び地域おこし協力隊・

地域プロジェクトマネージャー数 
（市町村において地域づくりをリードす
る地域おこし協力隊・地域プロジェクト

マネージャー数）

人 65

63 66

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

88 118.4% 目標達成
計画値

37 63 88

R4 R5 R6 R6年度

市町村において地域づくりをリードする
人材の育成人数及び地域おこし協力隊・

地域プロジェクトマネージャー数 
（市町村において地域づくりをリードす

る人材の育成人数）

人 12

66 72 102

施策名 5-(4)-イ-① 地域づくりをリードする人材の育成・確保

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率 達成状況
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（様式３）「成果指標」検証票

地域・離島課

成果指標への
寄与の状況

　令和６年度は、市町村の地域おこし協力隊向けの研修会を６回開催し、目標を上回った。

要因分析
　要因としては、県において、「地域おこし協力隊」を２名配置し、市町村の地域おこし協力隊員からの要望
や相談をきめ細かく対応できたことによるものと考える。

対応案
　引き続き、県において「地域おこし協力隊」を２名配置し、市町村の地域おこし協力隊員からの要望や相談
をきめ細かく対応できる体制を維持する。

対応案

引き続き、「地域おこし協力隊制度」の活用を支援するとともに、協力隊員同士のネットワークづくりや地域づくり人材との交
流の場の創出、定着支援を目指した研修会を設けるなど、市町村や地域づくり人材と連携した取組を行う。

関連する主な取組

施策番号 5-(4)-イ-① 主な取組名 地域おこし協力隊等への研修支援 対応課

類型 説明

① 計画通りの進
捗

各市町村の地域おこし協力隊に対し、定着支援を目指した研修会等を実施し、市町村における「地域おこし協
力隊制度」の活用紹介や導入支援を行ったことから、協力隊員同士のネットワークづくりや地域づくり人材と
の交流の場の創出した。

要因分析
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